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１　中国・四国地域における農業の主要指標

単位 全　国 中国・四国 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 資　　料

千戸 51,952     4,615      212   262   754   1,185 597   302   390   591   322   国勢調査22年（速報値）

千人 128,056    11,539     588   716   1,945 2,861 1,451 786   996   1,431 765   〃

 377,950    50,729     3,507 6,708 7,113 8,480 6,114 4,147 1,877 5,678 7,105 
 国土地理院22年

（※は、境界未定のため参考値）

人/ 339        227        168   107   273   337   237   190   531   252   108   国勢調査22年（速報値）

％ 4.8 7.5 10.9 10.1 6.4 4.3 6.8 9.8 7.1 9.4 12.7 国勢調査17年

百戸 25,279     4,099      320   395   735   663   432   358   398   502   296   2010年世界農林業センサス（確定値）

〃 16,312     2,475      215   242   442   346   262   215   250   317   185   〃

〃 4,514      781        46    52    127   110   87    70    65    137   87    〃

〃 1,838      210        14    11    25    18    14    27    17    44    39    〃

　　 〃 2,246      241        25    19    34    29    23    27    20    34    29    〃

　　 〃 9,552      1,452      144   170   281   207   152   118   164   147   69    〃

百人 ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  ‥  2010年世界農林業センサス（確定値）

〃 26,057     3,675      334   323   596   465   352   383   353   528   341   〃

〃 20,514     2,902      277   260   487   345   281   280   257   431   284   〃

百ha 45,930     3,964      351   384   690   583   502   311   320   535   287   耕地及び作付面積統計22年

〃 24,960     2,848      242   308   537   427   406   207   265   241   215   〃

〃 11,690     556        82    52    106   82    58    58    23    64    31    〃

〃 3,106      518        19    18    39    65    34    45    32    229   38    〃

〃 6,167      41         9     6     8     9     4     2     0     2     3     〃

a 162        87         101   87    85    79    101   81    69    97    88    耕地面積/総農家数

億円 83,162     8,116      659   581   1,249 1,020 666   1,001 755   1,222 963   
 生産農業所得統計21年

（※は、都道府県別産出額の合計値）

〃 18,044     1,881      146   225   377   280   280   134   152   162   126   〃

〃 20,876     2,067      185   86    175   168   120   361   237   182   551   〃

〃 6,984      1,116      60    37    161   126   34    94    51    451   102   〃

〃 3,506      302        20    19    29    32    30    38    37    35    62    〃

〃 26,371     2,333      223   193   469   377   181   271   246   293   81    〃

耕 地 面 積

野 菜

米

果 実

花 き

畜 産

田

普 通 畑

樹 園 地

牧 草 地

農 家 １ 戸 当 た り 耕 地 面 積

農 業 産 出 額

農 業 就 業 人 口

基 幹 的 農 業 従 事 者

販 売 農 家 数

専 業 農 家

男子生産年齢人口がいる

第 １ 種 兼 業 農 家

第 ２ 種 兼 業 農 家

販 売 農 家 人 口

第 １ 次 産 業 就 業 比 率

総 農 家 数

区　　　　　　　　　　分

人 口 密 度

総 世 帯 数

総 人 口

総 面 積
※ ※

※

※

※

※

※

※
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２ 農協組織の動向 

（１）組織の動向 

 

 

合併件数
合併参加
組合数

合併件数
合併参加
組合数

合併件数
合併参加
組合数

合併件数
合併参加
組合数

全　　国 12 36 24 81 14 38 6 16
中国四国 1 2 1 2 0 0 1 2

2010事業年度
区分

2007事業年度 2008事業年度 2009事業年度

 

 

 

 

         

区　分 2009年度末
全  　国 754
中国四国 99  

 

 

 

 

組合員数 構成比 組合員数 構成比 組合員数 構成比 組合員数 構成比
正組合員 902 54.6 888 53.5 873 52.4 4,828 50.8
准組合員 751 45.4 771 46.5 793 47.6 4,666 49.2
計 1,653 100.0 1,659 100.0 1,666 100.0 9,494 100.0

全国（2008事業年度）
区分

2006 事 業 年 度 2007 事 業 年 度 2008 事 業 年 度

   

    

 

（２）経営の動向 

 

 

事業総利益
信用事業 共済事業 購買事業 販売事業

全　　国 金額 19,167 7,377 5,094 3,791 1,324
構成比 100 38.4 26.5 19.7 6.9
前年比 98.4 96.0 99.2 102.0 100.6

中国四国 金額 2,584 1,034 773 443 128
構成比 100 40.0 29.9 17.1 4.9
前年比 99.6 98.6 98.4 103.0 104.0

区　　　分 主要事業別内訳

 

 

 

      

表Ⅱ－参－１ 農協合併の推移 

表Ⅱ－参－２ 総合農協数 

（単位：千人、％） 

（単位：組合） 

（単位：組合） 

（単位：億円、％） 

資料：全国農業協同組合中央会「ＪＡ合併推進情報（速報）」 

資料：農林水産省「平成 21 年度農業協同組合等現在数統計（平成 22(2010)年 8 月）」

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」

表Ⅱ－参－４ 事業総利益及び主要事業内容（2008 事業年度） 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 

表Ⅱ－参－３ 組合員数の動向（中国・四国） 
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（３）事業の動向 

ア 営農指導事業 

 

 

０人 １～２人 ３～４人 ５～６人 ７～10人 11人以上 合計
24 74 72 73 124 403 770

構成比 3.1 9.6 9.3 9.4 16.1 52.3 100.0
0 18 4 2 13 57 94

構成比 0.0 19.1 4.2 2.1 13.8 60.6 100.0

区分
全　　国

中国四国

 

 

 

  

イ 信用事業 

        

 

金額 前年度比 金額 前年度比 金額 前年度比 金額 前年度比 金額 前年度比 金額 前年度比

貯金 107,701 100.9 108,206 100.5 109,428 101.1 111,216 101.6 111,965 100.6 835,418 101.5

（Ａ）

預金 79,784 100.8 79,410 99.5 80,569 101.5 81,993 101.8 80,334 97.9 565,874 99.5

（Ｂ）

有価証券 4,915 104.1 5,610 114.1 4,814 85.8 4,166 86.5 4,812 115.5 47,951 110.4

（Ｃ）

貸出金 23,492 100.0 23,680 100.8 24,674 104.2 25,565 103.6 26,802 104.8 232,382 104.4

（Ｄ）

貯預率

（Ｂ／Ａ）

貯証率

（Ｃ／Ａ）

貯貸率

（Ｄ／Ａ）

4.6

21.8

4.4

22.5

73.4

5.2

21.9

73.7 71.7

区分
2004事業年度 2006事業年度2005事業年度

73.674.1

23.9 27.8

全国（2008事業年度）

23.0

67.7

3.7 4.2 5.7

2007事業年度 2008事業年度

 

 

 

ウ 共済事業 

 

 

契約高 前年比 契約高 前年比 契約高 前年比 契約高 前年比
金額 44,054 94.4 44,701 101.5 37,398 83.6 272,725 88.6
件数 37 92.5 35 94.6 38 108.5 242 106.1
金額 539,097 97.0 518,259 96.1 497,816 96.0 3,301,901 96.8
件数 497 97.1 481 96.8 469 97.5 2,898 97.7
金額 681 99.6 679 99.7 656 96.6 4,393 96.3
件数 764 99.9 775 101.4 802 103.4 5,024 97.2

短期共済

2006事業年度 2007事業年度 2008事業年度 全国（2008事業年度）

長期共済

新契約高

期末保有
契約高

区分

表Ⅱ－参－６ 農協の資金動向（年度末残高）（中国・四国） 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 

（単位：組合、％） 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 

表Ⅱ－参－５ 営農指導員の配置員数別農協数（2008 事業年度末現在） 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 

（単位：億円、万件、％） 

（単位：億円、組合、％） 

表Ⅱ－参－７ 農協の共済事業契約高（中国・四国） 
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エ 経済事業 

   

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 老人福祉事業 

  

                    

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅱ－参－９ 老人福祉事業取組農協数 

区　　分 2006事業年度 2007事業年度 2008事業年度

全　　国 392 378 359
中国四国 51 50 50

2006事業年度 2007事業年度

金額 金額 金額 構成比 前年比 金額 構成比 前年比

購買品供給高 3,663 3,466 3,398 100.0 98.0 33,003 100.0 100.6
生産資材供給高 2,296 2,158 2,174 63.9 100.7 23,649 71.6 102.8
生活物資 1,367 1,308 1,224 36.0 93.5 9,353 28.3 95.5

販売品販売高 4,251 3,992 3,987 100.0 99.8 43,785 100.0 100.7
米・麦 863 770 796 19.9 103.3 10,266 23.4 103.1
野菜 1,530 1,540 1,566 39.2 101.6 12,517 28.5 100.8
果実 797 782 778 19.5 99.4 4,349 9.9 97.0
畜産物 703 572 532 13.3 93.0 11,138 25.4 97.1
その他 358 328 313 7.8 95.4 5,513 12.5 106.7

区分
2008事業年度 全国（2008事業年度）

（単位：組合） 

（単位：億円、％） 
表Ⅱ－参－８ 農協の経済事業（中国・四国） 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 

資料：農林水産省「平成 20 事業年度総合農協統計表」 
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【鳥取県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
トルコ 東伯郡北栄町
ギキョウ 杉川　善寿

東伯郡北栄町
杉川  光弘
杉川貴美子

東伯郡琴浦町
内山　茂昭

西伯郡大山町
佐藤　俊彦

倉吉市
米田　一成

【島根県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
うるち 飯石郡飯南町
玄米 津和野保人

安来市
原田　幸子

益田市
竹内　　保

益田市
株式会社　萩　の　会

雲南市
小畑　博義

出雲市
有限会社　エコテック　カワセ

益田市
農事組合法人　松永牧場　

松江市
漁業協同組合ＪＦしまね

福浦さわらの会

【岡山県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
水稲・ 津山市
大豆 農事組合法人　アグリ堀坂

トルコ 美作市
ギキョウ 青山佐恵子

新見市
阿新農協花卉部会
リンドウ生産部

総社市
きよね有機の郷

真庭市
佐山布久江

平成21年度島根県肉牛枝肉共進会

平成21年度農山漁村いきいきシニア活動表彰

第24回島根ぶどう園コンクール

平成21年度鳥取県畜産共進会

平成21年度「島根の花」品評会

平成21年度島根県種畜共進会

平成21年度島根県種畜共進会

第48回島根米品評会

第43回全農乾椎茸品評会

表彰行事名

花き経園

第15回全国青年・女性漁業者交流大会

園 産

第49回岡山県農林漁業近代化表彰

第49回岡山県農林漁業近代化表彰

平成21年度岡山県花き共進会

第49回岡山県農林漁業近代化表彰

畜

受賞者の住所・氏名
受　賞　財

表彰行事名

第39回鳥取県花き品評会

畜 産 和種種牛 平成21年度鳥取県畜産共進会

産

産 乳牛

林 産 乾椎茸

受　賞　財

園 技ほ
果樹園
ぶどう

園

平成21年度鳥取県優秀経営農林水産業者等表彰
行事

園 経
野菜・
　花き

受賞者の住所・氏名

農 産

園 産

園 生活 生活改善

畜 産 牛枝肉

畜 産

畜 産

肉用種牛

乳用牛

受賞者の住所・氏名

農 経

受　賞　財
表彰行事名

水 経
流通・消
費拡大

園 経 野菜・米

輪菊

３　2010年度農林水産祭参加表彰行事農林水産大臣賞受賞者一覧

第65回岡山県畜産共進会畜 産 和牛
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【岡山県　（つづき）】 (敬称省略）

部門 種目 品目
加賀郡吉備中央町

雲岡　利康

高梁市
妹尾　正六

高梁市
（有）アグリフーズ

新見市
丸紅畜産㈱岡山事業所東山農場

その他 笠岡市
畜産物 農事組合法人　干拓コントラ

岡山市
松崎　　隆
松崎まり子

高梁市
山本　龍美

久米郡美咲町
山田　　一

津山市
津山市森林組合

玉野市
奥野　博之

表彰行事名 受賞者の住所・氏名
笠岡市

【山口県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
下関市

企業組合　うつい工房

長門市
藤野　　協

萩市
水谷　信義

下関市
田上　達成

下関市
吉冨　貴博

長門市
株式会社　藤辰商店　

防府市
株式会社　岡　　虎　

長門市
株式会社　藤辰商店　

表彰行事名 受賞者の住所・氏名

阿武郡阿武町

宇生賀地区

受　賞　財
表彰行事名 受賞者の住所・氏名

第48回岡山県枝肉共進会

平成21年度全国優良畜産経営管理技術発表会

第45回岡山県乾しいたけ品評会

第53回岡山県卵質改善共励会

第42回岡山県ブロイラー共励会

第49回岡山県農林漁業近代化表彰

平成21年度農山漁村女性チャレンジ活動表彰

第49回岡山県農林漁業近代化表彰

第34回岡山県のり共進会

第21回岡山県民有林優良材展示コンクール

第31回山口県ホルスタイン共進会

平成21年度秋季山口県花き展示品評会

第57回山口県和牛共進会

第57回山口県和牛共進会

第62回全国蒲鉾品評会

第62回全国蒲鉾品評会

平成41回山口県水産加工展

受賞部門

畜 産 和牛

畜 産 鶏卵

畜 産 ブロイラー

産

畜 経 酪農

畜

林 産 乾椎茸

林 産 素材

林 経
その他
林産物

水 産 のり

受　賞　財
表彰行事名 受賞者の住所・氏名

むらづくり 特定非営利活動法人
　　かさおか島づくり海社

中国・四国ブロック優良事例
（豊かなむらづくり全国表彰事業）

農 生活

園 産

畜 産 乳用牛

畜 産

畜 産 牛枝肉

水 産
水産
練製品

水 産

水 産

むらづくり
中国・四国ブロック優良事例

（豊かなむらづくり全国表彰事業）

受賞部門

生活改善

バラ

黒毛和種

水産
練製品

水産
加工品

第65回岡山県畜産共進会畜 産 乳牛
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【徳島県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
阿波市

土成町洋蘭生産組合

阿波市
片岡　寛之

鳴門市
井上　富夫

徳島市
徳島市農協眉山支所椎茸部会

【香川県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
三豊市

秋山　宰毅

高松市
真鍋　佳晃

丸亀市
岩崎　正則

高松市
高松市生活研究グループ

連絡協議会

木田郡三木町
石川　俊彦

善通寺市
塩田　武志

小豆郡土庄町
竹内　　登

綾歌郡綾川町
太田宗一郎

【愛媛県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
東温市　

高須賀年男

喜多郡内子町
西本　和明

西予市
真田喜佐男

宇和島市
河野　邦康

果樹園 松山市
宮内伊予柑 門屋　吉輝

南宇和郡愛南町
池田　　潔

西予市
和気　啓介

第23回徳島県乳牛共進会

第39回日本農業賞

平成22年度徳島県農林漁業優秀経営者選定事業

第46回香川県花き品評会

第46回香川県花き品評会

平成21年度えひめ・みかん祭り生産コンクール

平成21年度えひめ・みかん祭り生産コンクール

平成21年度愛媛県総合畜産共進会

平成21年度愛媛県総合畜産共進会

第31回香川県野菜立毛品評会

えひめ花まつり花のコンクール

平成21年度愛媛県くり品評会

平成21年度愛媛県くり品評会

第73回香川県畜産共進会

第73回香川県畜産共進会

第73回香川県畜産共進会

第73回香川県畜産共進会

表彰行事名

第27回徳島県花き展示品評会園 産

受賞者の住所・氏名
受　賞　財

表彰行事名

産 乳用牛

シンピ
ジウム

園 産
マーガ
レット

受　賞　財
表彰行事名 受賞者の住所・氏名

畜 経 肉用牛

林 経
椎茸
（菌床）

畜

畜 産 乳用牛

園 技ほ
カーネー
ション

園 技ほ いちご

畜 産
肉用牛
（去勢）

園

受　賞　財

園 技ほ

畜 産 肉用種牛

産
肉豚
（食肉）

くり園

受賞者の住所・氏名

園 産

園 産

園 技ほ

産 普通温州

畜

畜 産
肉用種
（種牛）

畜 産

くり

乳用種

平成21年度農山漁村女性チャレンジ活動表彰生活改善生活園

バラ
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【愛媛県　（つづき）】 (敬称省略）

部門 種目 品目
今治市

新開　　忠

西予市
山内　康弘

大洲市
増田　勝敏

大洲市
梅岡　芳夫

大洲市
西本　資久

西予市
増田　　清

宇和島市
大平　幸男

宇和島市
遊子漁協青年漁業者協議会

魚類部会

地域 伊予市
活性化 上灘漁業協同組合女性部

表彰行事名 受賞者の住所・氏名
西予市

大野ヶ原開拓組合

【高知県】 (敬称省略）

部門 種目 品目
高岡郡四万十町

北村　雄一

土佐市
田村　慎也

土佐市
横川　晴夫

吾川郡伊野町
森本　長利

高岡郡四万十町
上村　義男

南国市
山本　智士

高岡郡佐川町
ＪＡコスモス佐川支所

茶業振興会

宿毛市
桑原　徳男

資料：（財）日本農林漁業振興会平成22年度(第49回）農林水産祭「栄えの受賞に輝く」

受賞者の住所・氏名

   注：1)部門は、農産、園芸、畜産、蚕糸・地域特産、林産、水産、むらづくりの7部門がある。
        2)種目には産物、技術・ほ場、経営、生活（むらづくりを除く）の4種目がある。

第15回全国青年・女性漁業者交流大会生活水
多面的機
能消費・
拡大

第52回愛媛県しいたけ共進会

第8回（平成21年度）高知県豚枝肉共進会

平成21年度全国山林苗畑品評会

第15回全国青年・女性漁業者交流大会

平成22園芸年度高知県園芸品展示品評会

平成22園芸年度高知県園芸品展示品評会

平成22園芸年度高知県園芸品展示品評会

平成21年度高知県梨果実展示品評会

第29回四国連合乳牛共進会

第31回愛媛県浜揚真珠品評会

全国林業経営推奨行事

平成21年度愛媛県総合畜産共進会

平成21年度愛媛県総合畜産共進会

第52回愛媛県しいたけ共進会

第52回愛媛県しいたけ共進会

表彰行事名

林 枝ほ
苗ほ
ヒノキ

蚕特 産 煎茶 第46回高知県茶品評会

畜 産

受　賞　財

乾椎茸

肉牛
（食肉）

畜 産
肉豚
（食肉）

乾椎茸

林 産

受賞部門

産 浜揚げ珠

水 生活

水

林 経 林業

林 経
ほだ木
育成

林 産

受　賞　財
表彰行事名 受賞者の住所・氏名

むらづくり
中国・四国ブロック優良事例

（豊かなむらづくり全国表彰事業）

園 産 みょうが

園 産 土佐文旦

園 産
オリエン
タルリリー

園 産 新高梨

畜 産 豚枝肉

畜 産 乳用牛
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４ 用語の解説 

（１） 基本統計用語等 

ア 農家等分類関係（1990年世界農林業センサス以降の定義）  

用   語 定        義 

農  家  経営耕地面積が10ａ以上の農業を営む世帯または農産物販売金額が年

間15万円以上ある世帯 

販売農家  経営耕地面積30ａ以上または農産物販売金額が年間50万円以上の農家 

主業農家  農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、１年間に60日以上

自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家 

準主業農家  農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、１年間に60日以上

自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家 

副業的農家  １年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいない

農家（主業農家及び準主業農家以外の農家） 

専業農家  世帯員のなかに兼業従事者（１年間に30日以上他に雇用されて仕事に従

事した者または農業以外の自営業に従事した者）が１人もいない農家 

兼業農家  世帯員のなかに兼業従事者が１人以上いる農家 

第１種兼業農家 農業所得の方が兼業所得よりも多い兼業農家 

 

 

第２種兼業農家 兼業所得の方が農業所得よりも多い兼業農家 

 

自給的農家  経営耕地面積が30ａ未満かつ農産物販売金額が年間50万円未満の農家 

農家以外の農業事業体  経営耕地面積が10ａ以上または農産物販売金額が年間15万円以上の農
業を営む世帯（農家）以外の事業体 

農業サービス事業体   委託を受けて農作業を行う事業所（農業事業体を除き、専ら苗の生産及

び販売を行う事業所を含む） 

土地持ち非農家  農家以外で耕地及び耕作放棄地を５ａ以上所有している世帯 

 

イ 農業経営体分類関係（2005年農林業センサス以降の定義）  

用   語 定        義 

農業経営体  農産物の生産を行うかまたは委託を受けて農作業を行い、(1)経営耕地

面積が30ａ以上、(2)農作物の作付面積または栽培面積、家畜の飼養頭羽

数または出荷羽数等、一定の外形基準以上の規模（露地野菜15ａ、施設野

菜350㎡、搾乳牛１頭等）、(3)農作業の受託を実施、のいずれかに該当す

る者（1990～2000年センサスでは、販売農家、農家以外の農業事業体及び

農業サービス事業体を合わせた者に相当する） 

農業経営体のうち 
家族経営 

 農業経営体のうち個人経営体（農家）及び１戸１法人（農家であって農

業経営を法人化している者） 

個人経営体   農業経営体のうち世帯単位で事業を行う者であり、１戸１法人を除く 

 

法人経営体  農業経営体のうち法人化して事業を行う者であり、１戸１法人を含む 
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ウ 農家経済関係 

用   語 解        説 

総所得 農業所得＋農業生産関連事業所得＋農外所得＋年金等の収入 

農業所得 農業粗収益（農業経営によって得られた総収益額）－農業経営費（農

業経営に要した一切の経費） 

農業生産関連事業所得 農業生産関連事業収入（農業経営関与者が経営する農産加工、農家民

宿、農家レストラン、観光農園等の農業に関連する事業の収入）－農業

生産関連事業支出（同事業に要した雇用労賃、物財費等の支出） 

農外所得 農外収入（農業経営関与者の自営兼業収入、給料・俸給）－農外支出

（農業経営関与者の自営兼業支出、通勤定期代等） 

 
 

エ 農業地域類型区分 

用   語 定        義 

農業地域類型区分  地域農業の構造を規定する基盤的な条件（耕地や林野面積の割合、農地の傾

斜度等）に基づき市町村及び旧市区町村を区分したもの 

区   分 基 準 指 標 （下記のいずれかに該当するもの） 

都市的地域 ○可住地に占めるDID面積が５％以上で、人口密度500人以上またはDID人口２

万人以上の旧市区町村または市町村 

○可住地に占める宅地等率が60％以上で、人口密度500人以上の旧市区町村ま

たは市町村               

ただし、林野率80％以上のものは除く 

平地農業地域 ○耕地率20％以上かつ林野率50％未満の旧市区町村または市町村 

 ただし、傾斜20分の１以上の田と傾斜８度以上の畑との合計面積の割合が

90％以上のものを除く 

○耕地率20％以上かつ林野率50％以上で、傾斜20分の１以上の田と傾斜８度以

上の畑の合計面積の割合が10％未満の旧市区町村または市町村 

中間農業地域 ○耕地率が20％未満で、「都市的地域」及び「山間農業地域」以外の旧市区町

村または市町村 

○耕地率が20％以上で、「都市的地域」及び「平地農業地域」以外の旧市区町

村または市町村 

 

山間農業地域 ○林野率80％以上かつ耕地率10％未満の旧市区町村または市町村 

注：1)決定順位：都市的地域→山間農業地域→平地農業地域・中間農業地域 

      2)DID（人口集中地区）とは、原則として人口密度が４千人／ 以上の国勢調査基本単位区等が市

区町村内で互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が５千人以上を有する地区をいう。

    3)傾斜は１筆ごとの耕作面の傾斜ではなく、団地としての地形上の主傾斜をいう。 

      4)農業地域類型区分の「中間農業地域」と「山間農業地域」をあわせた地域を「中山間地域」と

いう。 

    5)旧市区町村とは、1950年時点での市区町村をいう。 
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オ 農家世帯員の農業労働力関係                                                 

仕事への従事状況 

自営農業とその他 
の仕事両方に従事 

 

自 営
農 業
の み
に 従
事  

自営農
業が主 

その他の 
仕事が主 

その他
の仕事
のみに
従事 

仕事に
従事し
なかっ
た 

主
に
仕
事 

主
に
家
事
や
育
児 

ふ
だ
ん
の
主
な
状
態 

そ
の
他 

 

 基幹的農業  
従事者     農  

          業  

          従  

          事  

  農業就業人口   者             

世帯員 

原則として住居と生計を共にする者

 

(1) 基幹的農業従事者 

自営農業に主として従事した世帯

員（農業就業人口）のうち、ふだん

の主な状態が「主に仕事（農業）」

である者 

(2) 農業就業人口 

自営農業のみに従事した者または

自営農業以外の仕事に従事していて

も年間労働日数で自営農業が多い者

(3) 農業従事者 

  15歳以上の世帯員で年間１日以上

自営農業に従事した者 

 

農業専従者 

  農業従事者のうち自営農業に従事

した日数が150日以上の者 

 

カ 新規就農者関係（新規就農者調査の定義） 

就農の形態  

自営農業 
に従事 

法人等に常雇 
いとして雇用 

新たに農
業経営を
開始 

学
生 

就
農
前
の
主
な
状
態 

他
に
雇
わ
れ
て
勤
務 

 

新規就農者 

 次のいずれかに該当する者 

(1) 自営農業就農者 

  農家世帯員で、調査期日前１年間の

生活の主な状態が、「学生」または「他

に雇われて勤務が主」から「自営農業

への従事が主」になった者 

(2) 雇用就農者 

  調査期日前１年間に新たに法人等に

常雇い（年間７か月以上）として雇用さ

れることにより、農業に従事することと

なった者  
(3) 新規参入者 

  調査期日前１年間に土地や資金を独

自に調達し、新たに農業経営を開始した

者  
○新規学卒就農者 

  自営農業就農者で「学生」から「自営

農業への従事が主」になった者及び雇用

就農者で雇用される直前に学生であった

者 

○離職就農者 

  新規就農者のうち、調査期日前１年間

の生活の主な状態が、「他産業への勤務

が主」から「農業への従事が主」になっ

た者（在宅、Ｕターンを問わない。） 

(3)

(1) 

新規参入者

(3)(2) 

新規学卒就農者 

離職就農者 

雇用就農者 自営農業 

就農者 

(2) 

(1) 
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（２）その他  
 

用   語 定        義 

耕作放棄地 農林水産省の統計調査における区分であり、農林業センサスにおいては、

以前耕地であったもので、過去１年以上作物を栽培せず、しかもこの数年

の間に再び耕作する考えのない土地をいう。なお、これに対して、過去 1

年間全く作付けしなかったが、ここ数年の間に再び耕作する意思のある土

地は不作付地といわれ、経営耕地に含まれる。 

農業生産法人  
 

農地等の権利を取得することができる法人で、(1)法人形態要件（株式会

社（公開会社でないもの）、持分会社、農事組合法人のいずれかであるこ

と）、(2)事業要件（主たる事業が農業であること）、(3)構成員要件（総

議決権の 4 分の 3 以上が農業関係者であること等）、(4)役員要件（役員の

過半が農業の常時従事者であること等）のすべてを満たす法人。  
農業総産出額  
 
 

農業生産活動による最終生産物の総産出額であり、農産物の品目別生産

量から、二重計上を避けるために、種子、飼料等の中間生産物を控除した

数量に、当該品目別農家庭先価格を乗じて得た額を合計したものである。  

農事組合法人  
 
 
 
 

「農業協同組合法」に基づき３人以上の農民が発起人となって設立され

る、組合員の農業生産の協業を図りその共同の利益の増進を目的とする法

人。 

農事組合法人には、機械・施設等の共同利用施設の設置または農作業の

共同化を行う法人と、法人自体が耕作等農業経営を行う法人、これらを両

方とも行う法人がある。 
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